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（
平
成
二
十
三
年
四
月
三
十
日
） 

 
政
府
は
次
の
諸
点
に
つ
い
て
十
分
配
慮
す
べ
き
で
あ
る
。 

 

一 

本
法
の
施
行
に
当
た
っ
て
は
、
年
金
受
給
権
者
及
び
現
職
の
地
方
議
会
議
員
に
対
し
十
分
な
説
明
を
行
う
等
制
度
の
円
滑
な
廃
止
に
向
け
最
大
限

の
配
慮
を
行
う
こ
と
。 

 

二 

地
方
議
会
議
員
年
金
制
度
の
廃
止
後
、
概
ね
一
年
程
度
を
目
途
と
し
て
、
地
方
公
共
団
体
の
長
の
取
扱
い
等
を
参
考
と
し
て
、
国
民
の
政
治
参
加

や
地
方
議
会
に
お
け
る
人
材
確
保
の
観
点
を
踏
ま
え
た
新
た
な
年
金
制
度
に
つ
い
て
検
討
を
行
う
こ
と
。
ま
た
、
検
討
に
当
た
っ
て
は
、
地
方
議
会

議
員
の
取
扱
い
に
つ
い
て
の
国
民
世
論
に
留
意
す
る
と
と
も
に
、
公
務
員
共
済
制
度
や
厚
生
年
金
制
度
の
対
象
者
と
の
制
度
面
あ
る
い
は
負
担
と
給

付
の
面
に
お
け
る
均
衡
に
十
分
配
慮
す
る
こ
と
。 

 

三 

旧
退
職
年
金
を
は
じ
め
と
す
る
年
金
給
付
に
つ
い
て
は
、
公
的
年
金
制
度
全
体
を
通
ず
る
変
更
が
行
わ
れ
る
よ
う
な
場
合
を
除
き
、
安
定
的
な
給

付
が
行
わ
れ
る
よ
う
最
大
限
の
配
慮
を
行
う
こ
と
。 


